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ブロックチェーンが会計実践に与える影響を議論したカンファレンスの内容を本稿は紹介した。
具体的には次の三点について述べた。（1）ブロックチェーンの概要とその活用に関する留意事項等
を述べたセッションの内容、（2）筆者（来栖）を含む参加者がチームとして取り組んだ「演習」で
の議論の内容、（3）簿記会計の技法を教授することに加えて学習者の基礎学力である判断力の改善
を志向した教授法の必要性の主張である。 
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Ⅰ．はじめに 
ブロックチェーン（Blockchain）が会計実践に与える影響を議論したカンファレンスの内容を紹
介することが本稿の目的である。具体的には次の三点について述べる。（1）ブロックチェーンの概
要（仕組み）とその活用に関する留意事項等を述べたセッションの内容、（2）筆者（来栖）を含む
参加者がチームとして取り組んだ「演習」での議論の内容を紹介する。そして、（3）簿記会計の技
法の教授に学習者の基礎学力である判断力の改善を志向した教授法を加える必要性を述べる 1）。 
ブロックチェーンが日進月歩の勢いで発展しているものの、日常生活のどこかの場面でそれに
出くわすことは、ほとんどない（と筆者は思っている）。とはいえ、例えば、ビットコイン（仮想
通貨）の取引はブロックチェーンの一端を示しているし、他方、その特徴の一つである履歴に着
目したトレーサビリティーは物流における荷物の容易な追跡を可能にする。ブロックチェーンの
もつ数多くの「可能性」に対する過度な期待が異様とも思える「熱狂」を生み出しているように
思う反面、その正体に対して怖いもの見たさにも似た好奇心を抱くのもまた確かである 2）。 
ブロックチェーンがまだまだ縁遠いものと思っている間に、今回も含め筆者が参加したアメリ
カ会計研究学会は、すでにブロックチェーンも大学および大学院教育の俎上に載せ、カリキュラ
ム開発と教授能力の改善を図るプログラムを実践している 3）。実践教育に対する意義を理解でき
る一方、その効果の実質的な意義を十分検討すべきであると考える筆者は、当事者ではなく傍観
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者の一人として、この潮流の行く末を一定の距離を保持しながら眺めている。 
かかる立場に基づく本稿は次の構成からなる。ブロックチェーンをめぐる現状を 6 名の専門家
が述べた。これらの概要を最初にまとめる。次に、参加者を数名からなるチームに分けて行った
ワークショップでの議論の内容をまとめる。これは「規制」をキーワードに行った筆者を含むチー
ムのそれである。そして、最後にカンファレンスを振り返って思った筆者の若干の感想を述べ、
本稿を終えることにする。 
 
Ⅱ．概要 
１．ブロックチェーンをめぐる現状 
ａ．概念 
「ブロックチェーンとは何か」と題して、第一登壇者である Maslova が口火を切った。取引当
事者だけではなく第三者も、常時、取引データをモニタリングすることが必要になった。分散型
台帳技術または分散型ネットワークと訳されるブロックチェーン（Blockchain）は取引データの
リアルタイム・マルチ・モニタリングを可能にし、当該データの信頼性を担保できるようになっ
た。原始データである取引データをトランザクション（transaction）と呼び、その更新や修正等の
「履歴」を常時追跡できる仕組みが複式記帳による仕訳とそれ以降の簿記一巡の流れとの間に親
和性の高さが見いだされ、これが技術革新の恩恵を享受することで発展および普及した。 
この親和性の高さはブロックチェーンが ERP（Enterprising Resources Planning）に基づいて構築
されていることに基づく。ERP とは、企業経営の基本であるヒト、モノ、カネ、そして情報を適
切に配分し、これらの有効活用を目指す計画または考え方である。ERP は諸資源の有効活用を通
じた生産効率の実現を目指す生産管理の手法である MRP（Material Resource Planning）の考え方
にその起源があり、これを効率的な経営の実現のために適用して出来上がった概念である。 
ERP の代表的な特徴は情報の一元管理にある。企業内に点在している情報を一か所で集中管理
することによって現状把握が容易になり、迅速な意思決定を可能にしたのである。もちろん、こ
れは IoT（Internet of Things）を始めとする IT（Information Technology）の支えを前提とする。技
術革新に支えられた ERP は効率的な業務遂行を可能にしたのである。ブロックチェーンの中にこ
れらの概念を基幹概念として取り入れ構築された。その結果、ブロックチェーンを用いることに
よって一元管理された情報の、高い透明性の実現とアクセス権をもつ人材がどこからでも管理で
きるという分散管理を可能にした。 
 
ｂ．特徴 
ブロックチェーンによる取引情報の一元管理がもたらすメリットを述べたのは第二登壇者であ
る Braun である。ブロックチェーンの導入によって、従来以上に顧客の期待に応えることができ
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るようになった。これが一番のメリットであると Braun は主張した。これは取引情報をタイムリー
に共有できることが利益になることを意味する。何らかのトラブルが取引データに生じた場合、
取引当事者のみならず、これをモニタリングできる第三者は即座にトラブルの発生に反応できる。
これが従来にはないメリットであると Braun は主張する。 
情報の一元管理のスタイルは（a）中央集権型ネットワーク管理、（b）分権型ネットワーク管理、
そして（c）網の目型ネットワーク管理（distributed network）へと時代のニーズと共に進化していっ
た。（c）は縦横無尽に存在する「結び目」でパソコンを結びつけ、これらがリアルタイム・マル
チ・モニタリングを可能にし、これが不確実性の制御に寄与していていると Braun は説明した。 
トラブル発生に対する瞬時の対応が可能であることの意味は次の通りである。それはブロック
チェーンという分散型共有台帳技術のいずれかで生じたトラブルの発生源を特定するまでに要す
る時間を節約できることである。この発生源を探し特定すると同時にその関連情報も並行して追
求及び入手できる。これはトラブルの発生原因の特定とその最善な解決策の決定と実施との間の
タイム・ラグを短縮でき、次の適切な意思決定を行い易くする。 
ブロックチェーンが内包する複式記帳と高い親和性を持つ仕組みがもたらす別のメリットは第
三登壇者である Haimes が説明した。その説明とはブロックチェーンが信用（trust）を創り出す機
械であるというそれである。これは参入障壁として機能するコストに着目した主張である。この
コストを負担する能力があることそれ自体がこれを負担する実体に信用を供与できるというのが
主張の骨子である。マイニングプロセスに関与できる「資格」としてのコスト負担は取引データ
の追記作業を誠実に行う者だけが負えることも示唆する。 
次に説明すべきことは、マイニングプロセスの意義である。ビットコインはすべての取引情報
の追記を一定期間毎に行う。これを実施するにはネットワーク上に分散されて保存されている取
引台帳のデータと追記期間中の取引情報すべてを、すでに保存されている情報との整合性を維持
しながら正確に追記および更新する必要がある。この作業は（1）分散保存されている取引データ
を収集し、（2）既存の取引データとの整合性を整え、（3）追記のための計算を施し、そして（4）
追記すべきデータの検証作業を行うことで更新される。 
（1）から（4）に至る一連の膨大な処理は、不特定の有志のコンピュータ・リソースを借用し
て行われている。この追記作業を正しく行い、その結果として、取引情報の追記が成功すれば、
その担い手に対して新たに発行されたビットコインを報酬として支払う。この新規発行ビットコ
インに関する一連の手続き、つまり、一つの取引台帳の更新作業、のことをマイニングプロセス
と呼ぶ。このプロセスへの参加を意味するネットワークへの参加には諸要件を満たす必要がある。 
この参加要件とは（1）コンピュータ・リソースを提供できることと（2）取引データの追記作
業を誠実に行うことができることである。この追記作業を誠実に行うことによって有志は信用が
供与される。この付与された信用が新規参入者を制御する参入障壁として機能する。取引データ
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を取引当事者のみならず第三者も加わったリアルタイム・マルチ・モニタリングによって信頼を
保持すること、および取引データの追記作業を有志のコンピュータ・リソースの活用と有志の誠
実さがブロックチェーンによる情報およびその一元管理の信頼性を担保しているのである。 
 
ｃ．波及効果 
とはいえ、ブロックチェーンが頑強な信頼性を保持しているからといって不確実性がまったく
ないわけではない。この問題を課税問題と関連づけて論じたのは第四登壇者の Deputy である。課
税対象物に対する担税力の確保を探求し続けたのが課税を巡る歴史であったと Deputy は総括し、
この問題が現代にも当てはまると述べた。それは経済循環の変動と納税手段としての貨幣（価値）
と財産（価値）の変動とが連動することを踏まえ、この価値の変動を抑え安定した税収を確保す
る手段としてデジタル・アセット（digital assets）に期待が集まったと Deputy は述べた。これは
前述したブロックチェーンの追記作業に対する報酬である（新規発行）ビットコインを納税手段
として徴収する可能性に対する期待を示唆する。 
ここでデジタル・アセットとは、技術革新とともに存続し続ける、保存および創設可能なファ
イルまたはメディアのことである。これは使用権によって保護されており、人が書いたプログラ
ム（テキストファイル）で表現される。これを機能させるには二進法（0 と 1）に置き換え、書い
た内容であるプログラムをコンピュータに実行させる。仮想通貨と一般に訳されるビットコイン
はデジタル・アセットの一つである。 
信用が供与されているビットコインを納税手段として使用することは、ビットコインを送金す
る際のコストが安価であることに起因して、現代の納税方法よりも効率的である。しかしながら、
（1）匿名利用者による偽造通貨の流通という問題が無視できないこと、（2）トークン（token）
を特徴付けることが困難であること、そして（3）担税力および信用の程度の維持のために仮想通
貨やトークンを規制対象にすることの困難さといった課題が指摘できる。 
ここでトークンとは、ブロックチェーン上に企業または個人が発行する独自コインのことを言
い、何か価値があるものと交換できる引換券を意味する。ビットコインを含む仮想通貨は独自の
ブロックチェーン技術で利用される基軸通貨である。他方、トークンは既存のブロックチェーン
を借用して発行されるモノ（代用通貨）である。したがって、トークンをビットコインと明確に
識別・区別できない限り、納税手段としてビットコインを用いることは現時点で困難である。 
仮想通貨と偽造通貨との識別・区別を行うことを含む監査問題を取り上げた第五登壇者の
Marzelli は、トレッドウェイ委員会組織委員会（COSO：the Committee of Sponsoring Organizations of 
the Tredway Commission）が提唱した統合型内部統制フレームワークに依拠して、これを論じた。
日々行う無数の選択は何らかの目的達成のために行われる。これらはあらゆるレベルの意思決定
に当てはまる。そのさい、リスク問題を意思決定と切り離して考えることは不可能である。 
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当初の目的を実現するために最善を尽くす一方、そのために行った意思決定の適否を白黒明確
に評価することは極めて困難である。その適否は技術と科学の両面において評価すべきである。
これは企業のリスク評価（ERM：Enterprising Risk Management）にも言える。事業目的を再確認
し、それを実現するための戦略を策定および執行する過程において、我々はリスクを考慮する。
そのさい、最善な結果を享受するための最適リスク管理手段として ERM が有効である。 
統合型内部統制フレームワークを記載した ERM は、COSO における議論に加え、広範な企業
への聞き取り調査と寄せられたコメント・レターの結果を総合的に勘案して、構築されている。
そのさい重視したことは、上述の指針に基づいて戦略と企業業績とを関連づけ、多種多様なリス
ク管理を統合型内部統制フレームワークによって制御することである。これは次の五つの構成要
素と 20 の原則に基づいて構築されており、表 1 のようにまとめられる。 
 
表 1．企業のリスク管理体制の流れ 
理念策定     実施計画策定    作業工程     実施結果     発見事項 
 
企業統治と文化 戦略と目的設定 企 業 業 績 検 討 と 修 正 情報 /伝達 /報告 
1 役員会の見過ご
したリスクの確認 
6 事業活動の流れ
の分析 
10リスクの認識 15 実質的な変更の
評価 
18 情報と技術革新
の駆使 
2 事業活動の仕組
み作り 
7 リスク選好の自
覚 
11 リスクの深刻さ
の評価 
16 リスクと業績の
検討 
19 リスク情報の共
有 
3 望ましい企業文
化の定義付け 
8 代替戦略の評価 12 対処すべきリス
クの優先順位付け 
17 企業のリスク管
理の追求 
20 リスク、文化、
そして業績の報告 
4 重要な価値への
意識集中の促進 
9 事業目的の定式
化 
13 リスク制御の実
行 
 
5 従業員の潜在能
力の引き出し 
14 ポートフォリオ
観の設定 
 
出典：COSO（2017、p.17）4）  
 
この中から Marzelli は、最初に、原則 9 を強調した。利益を稼得し企業価値を高めるという目
的（goal）の達成に向けて企業内の各部署がそれぞれの事業目的を明確にすると同時にこれらの
事業目的の整合性を経営陣が図るべきである。この作業を行うことによって、少なくとも次の二
つのことが可能になる。（a）それぞれの事業目的に固有のリスクを明確にすることができる。（b）
その最適管理が可能になる。これらが原則 9 を重視する Marzelli の主張の骨子である。 
次に重視したのは原則 15 である。「企業統治と文化」、「戦略と目的設定」、そして「企業業績」
を統合して制御した結果、多種多様な変更が生じる。これらの変更を適切に評価することはそれ
ぞれの事業目的に固有のリスクを再評価することにもつながる。5 つの構成要素が個別かつ独立
して存在および機能するのではなく相互作用の関係にあり、戦略と企業業績を適切に関連づける。
統合型リスク管理の目指すべき姿がここにあるというのが Marzelli の主張の骨子である。 
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第六登壇者である Hirth は内部統制問題を、企業の維持可能性（Sustainability）と関連づけて、
論じた。企業分析の着目点として近年重視されるようになった（a）環境への配慮（エネルギー使
用量の削減、有害物質排出問題の解決）、（b）社会（雇用問題や勤務状況の最適化）、そして（c）
企業統治（［株主］資本の効率的運用や情報開示姿勢）、つまり ESG（Environment, Social, and 
Governance）が企業の維持可能性と関連付けられていると主張した。 
企業を取り巻く環境（社会）が求めるニーズを企業が日々の経営活動を通じて満たすことが ESG
の諸項目を満たすこととなる。諸項目に基づいた事業活動の改善を行うことによって環境（社会）
からの評価を企業は得る。そして、企業は各種環境が求めるものを充足することによって利益を
稼得し、それを事業活動に再投資するという事業活動の循環が維持強化される。この循環が維持
強化されれば、それが企業の維持可能性を高める。ESG と企業の維持可能性との関係を考える場
合、内部統制問題は会計監査のみならず、ESG に含まれる諸項目の絶え間ない評価を含む。 
 
２．プロジェクト 
前節のプログラムに引き続き、別途、90 分にわたって 4 名の登壇者がそれぞれのテーマで研究
報告を行った 5）。これらの報告を経て、参加者 5-6 名からなるチームに分かれて、研究課題の作
成と報告という演習を行った。この手のスタイルの演習は本年が初めてである。従来、参加者 5
名程度のチームを予め設け、いくつかのケースのうち指定されたそれについて分析を行い、チー
ム毎に報告を行うというスタイルが例年の演習だった。 
四つのテーマに関する研究課題が提示されたものの、第一登壇者の規制問題に関する研究課題
に取り組んだチームが最も多かった。本節は筆者（来栖）を含むチームが作成した当該テーマに
関する研究課題を中心に、その内容を紹介したい。ブロックチェーンの規制問題を考えるにあたっ
て、ブロックチェーンがいわば組織内の閉じたシステムである限り、当該システムは効率的に運
用されているはずであり、従って合理的なシステムと言うことができる。ここで閉じたシステム
とは、ブロックチェーンに関与している参加者に限定されているという意味である。 
しかしながら、他の組織でも運用されている「閉じたシステム」を結びつけた場合、複数のシ
ステム間の円滑な運用を志向するために運用ルールを統一し、遵守することが必要である。その
さい、ルールの統一はシステムの円滑な運用を実現するために重要である一方、そのことで生じ
る可能性があるデメリットの事前検討をしばしば忘れることがある。ルールを統一したことに
よって、多種多様な情報の効率的な伝達がより一層促進される。これは良い情報も悪いそれらも
含むことを忘れてはならない。例えば、ウイルスが拡散すれば、ルールが統一されたことによっ
て複数のシステムに合理的かつ効率的に拡散することになるだろう。 
次に、ルールの統一はそれを遵守する者と嫌悪する者とを生み出すことを必然とする。という
のは、ルールを統一することによって、「既得権益」を独占的に享受できる者が存在すると同時に
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それを奪われる者および搾取される者が少なからず存在するからである。この場合、統一された
ルールの遵守を強要するためのコストが発生する。これはルールの統一によって生まれるメリッ
トを、それを遵守する者が享受できるようにするためである。ルールの統一を遵守する者が享受
できる既得権益を守るために、統一ルールの遵守から逸脱する者を許容しないという利害の対立
は、いずれの者にとってもコスト負担を強いることになるだろう 6）。 
「規制」という用語を巡って上述のようなことを筆者が属するチームは議論した。そこで、何
かを「規制」という用語は、少なくとも二つの機能を包含し、それを行う主体がどのような機能
を意図して設定するかによって、何れかの方が相対的に顕著に発現するだろうという意見が出た。
この二つの機能は次の通りである。（a）ある行動を制限または抑制するために規制する、換言す
れば、多様性を許容せず「縛る/拘束する」ために規制するという意味である。（b）多様性がある
状況をいわば混沌としているそれと解釈できる。これを整理し秩序ある状況を設け高い透明性を
確保する。これによって効率的な機能を再生させる。これを実現するために規制するという意味
である。ただし、混沌とした状況の改善を意図した規制の設定は、いわゆる「個性（独自性）」を
奪うか埋没させる。加えて、ある規制を設定することは理論的に説明することが困難な場合が多
く、従って政治的になる可能性が高くなるだろう。 
政治的な意図に基づいて規制を設定する場合、つまり、ルールを統一し、それを適用した場合、
その範囲（規制対象）は相対的に狭くなる、なぜならば、規制設定主体の力が及ぶ範囲であるか
らこそ、その範囲を統率するべく規制設定を図ろうとするからである。しかしながら、例えば、
world wide web（WWW）の普及のように、統一ルールの適用範囲が相対的に広範囲に及ぶ場合（成
長してしまう場合）、デファクト・スタンダード化した統一ルールを遵守しないとデメリットしか
享受できないという機会損失が発生する。このような場合、規制設定者は 1 強体制の確立者とな
り、他のルールの遵守を無視できるという先行者利得を享受できる。 
ただし、この状況が永続的であると考えることは合理的ではない。既存のルール遵守からデファ
クト・スタンダード化した統一ルール遵守へその利用者が移行することは新たなコスト負担をそ
の利用者に強いることを意味する。これを嫌悪し、既存のデファクト・スタンダードを変えるべ
く新たな統一ルールを設定し、その普及に努める可能性を排除できないのである。このような状
況を除けば、デファクト・スタンダード化した統一ルールの運用はそれを遵守する限り、少なく
とも当該ルールを遵守することそれ自体が利益になる。他の非統一ルール遵守から統一ルール遵
守へ移行する際に負担するコストを節約できるという利益を少なくとも享受できる。 
ルールを統一するのではなく、「1 強体制」にならない程度の適用範囲をもつルールが複数存在
する状況、つまり、「分権」体制のメリットは、情報格差が必然的に存在することによって、それ
ぞれのルールを遵守する当事者を保護するということである。ルールを統一することによって、
それを遵守する当事者すべてが「均質」になり「フラット」化する。このような状況は自然淘汰
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を誘発し、最終的に、「1 強体制」のもとに従属することを強いられる当事者（弱者）を生み出す。
もちろん、「1 強体制」下に従う当事者は、統一ルール遵守という利益を享受できるものの、その
設定者との間で必然的に生まれる主従関係に甘んじることになる。 
 
３．コメント 
会計実務に関する事項を所与とすれば、日本における大学教育および研究テーマとしてブロッ
クチェーンが会計に与える影響を取り上げるには、もうしばらく時間がかかるものと思われる。
これは当該テーマが重要ではないということを意味しない。むしろ、ブロックチェーンを含む IoT
が会計に与える影響を比較的容易にイメージできる一方、具体的にどのような影響なのかを特定
することが困難であることに起因する。 
現段階で比較的容易に想定できる諸影響のうち、現在行われている会計実務を担っている人材
の大半が不要になると指摘されている事項に関する筆者（来栖）の私見を述べる。会計帳簿作成
のための入力作業に従事する人材が IoT の普及によって不要になること、および財務諸表を作成で
きる人材養成から市販されている会計ソフトの操作方法の習得を主目的とした簿記教育に転換す
る必要性を来栖（2015、2017、2018、2019）は述べた。これにともない現在簿記会計教育に携わ
る大学教育および研究に携わっている研究教育者は新たな教授法を開発し身に着ける必要がある。 
この教授法は簿記会計の技法の教授に加えて学習者の基礎学力である判断力の改善を志向した
教授法を意味する。ここで「判断力」を、佐藤（2008、p.15）に依拠すれば、「広義の思考力（考
える力）を超えて、主体的･批判的に考える力（リテラシー）や評価や選択等に係る学力、既習の
知識や技術を組み合わせたりして発展的に応用する学力、社会的な文脈や場面･関係の中で効果的
に活用する等の要素を含む学力」と定義づける。 
簿記会計の学習に（財務）数値の活用を抜きにして行うことが困難であることを勘案すれば、
前述の「判断力」は数学的思考力および数学的推論力を包含するだろう［池野（2008）］。これは、
ある結論または結果を起点として、これに至るまでの過程を追試、再現できる思考力であり、こ
れは筋道を立てて物事を考える思考と推論する能力によって可能になる。これらを一定水準以上
の精度で実行できるためには、少なくとも、帰納的に考える力、演繹的に考える力、そして蓋然
的に推論する力を適宜活用した説明する力が一定水準以上に備わっていることを要するだろう 7）。 
 
Ⅲ．むすび 
本稿はブロックチェーンが会計実践に与える影響を議論したカンファレンスの内容を紹介する
と同時に筆者の私見を述べることが目的である。ビッグ・データまたは IoT に端を発する「情報
革命」はまだ始まったばかりであると言われている。これらの技術革新を抜きにした時代を考え
ることが困難であると比較的容易に想像できる一方、これらの今後の展開ないしは全容を予見す
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ることは極めて困難な状況である。 
この「不確実な時代」に翻弄されずに自らが望むキャリアパスを描くことに加え、一度しかな
い人生を充実して過ごすために必要なことは、自己管理能力を改善し続けることである。そのさ
い、「情報革命」を好機到来ととらえる価値観を持つことに加え、自己実現のための「手段」とし
てこれを活用できる能力を日々強化し続けることが必要である。これを具現するために有用と筆
者が考える能力の一つを概要として述べた（II-3 を参照）。 
なお、商業教育の立場から、簿記会計の技法習得を軸とした教授法に加え学習者の「判断力」
改善を志向した新たな教授法の確立に向け、荒尾等（2015）や細尾（2012）は調査研究を行って
いる。技法習得に特化した教授法に「考える」能力の改善を志向した重層的な教授法の開発は「数
字に強い」人材養成に貢献する。これは、ある「（財務）数値」を考える出発点とし、そこから読
み解くことができる現象・事実を理解し、それらを適切に処理できる人材養成を意味する 8）。 
 
注） 
1） 本稿は筆者（来栖）が参加したカンファレンスの参加を通じて気付いた会計問題のいくつかを列挙し、私
論を展開したものである。なお、当該カンファレンス等の詳細事項は次の通りである。タイトルは 2018 
Blockchain Technology Conference: Emerging Issue Forum である。開催日時は 2018 年 9 月 13 日（午前 8 時~
午後 9 時）と 14 日（午前 8 時~午後 5 時）の二日間である。開催地は Burlingame, California, USA である。
なお、当該カンファレンスは the American Accounting Association の下部組織である the Center for Advancing 
Accounting Education が 2015 年 9 月より毎年開催してきた Accounting IS Big Data Conference と題するワー
クショップに続くものである。 
2） 日本経済新聞社と金融庁は 2018年 9月 25日から 28日にわたってフィンテックとレグテックをテーマにした
グローバルなスタートアップイベントである FIN/SUM2018×REG/SUM を主催および開催した。筆者（来栖）
は開催中に行われたイベントの一つであるレギュラトリーサンドボックス･アイディアソン･ピッチの本戦報
告者 22 組の一人に選ばれ、他の起業家やスタートアップと企画と競う機会を得た。レギュラトリーサンド
ボックス･アイディアソンとは、内閣官房･内閣府の新技術等社会実装推進チームが窓口になって、ブロック
チェーンをはじめとする IT 技術を駆使した新技術等の実証の総合的かつ効果的な推進を図るため、生産性向
上特別措置法によって定められた現行法の規制を一時的に停止する規制緩和策のことを意味する。 
3） 例えば、来栖（2015、2017、2018、2019）を参照されたい。 
4） 第五登壇者である Marzelli がプレゼンテーション用の資料に記載した図を日本語に訳した上で転用したも
のであり、筆者（来栖）はこの原典を入手していない。 
5） 9 月 14 日、午前 8 時 15 分～午前 9 時 35 分に Emerging Issues from Accounting Blockchain Coalition Working 
Groups の報告が行われた。登壇者とタイトルは次の通りである。 
・Regulatory Compliance, By Joseph McCaffrey, Morris+D’Angelo. 
・Auditing and Accounting, By Mark Li, BPM LLP.2019 
・Taxation, By Mario Costanz, Happy Tax. 
・Internal Control, By Steven Marsden, RSM US LLP. 
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これらの報告を受けて、午前 10 時 5 分~午後 12 時に Research Questions and Activities Sparked by Accounting 
Blockchain Coalition Emerging Issues と題した筆者（来栖）を含む参加者全員が 5 名程度のグループに分か
れて研究課題を作成し、その発表を行う演習である。 
6） これは「優越的地位の乱用」に関する指摘である。情報経済学の研究成果に依拠した基礎理論の説明とし
て、例えば、大録（1991a、1991b、1991c、1991d）を参照されたい。 
7） 「判断力」に関する考察を別の機会で行う予定である。 
8） 「情報革命」の影響は会計分野のみならず法律分野にも及ぶ。例えば、ベーカー&マッケンジー法律事務
所・デロイトトーマツコンサルティング合同会社・デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー合
同会社（2018）や福岡・松村（2019）を参照されたい。 
 
＜参考文献・引用文献＞ 
荒尾一彦・市原佳由・鈴木賀央里・夏目純一・三輪俊輔、2015、『商業教育の新たな評価法に関する研究』、
日本商業教育学会平成 26 年度研究助成報告書。 
池野正晴、2008、「『思考の方法』と数学的表現力を問題解決的に」、『現代教育科学』、No.620、pp.8-10。 
大録英一、1991a、「ホールドアップ問題と優越的地位の濫用（1）」、『公正取引』、No.487、pp.32-39。 
―――、1991b、「ホールドアップ問題と優越的地位の濫用（2）」、『公正取引』、No.488、pp.56-61。 
―――、1991c、「ホールドアップ問題と優越的地位の濫用（3）」、『公正取引』、No.491、pp.77-83。 
―――、1991d、「ホールドアップ問題と優越的地位の濫用（4･終）」、『公正取引』、No.492、pp.39-45。 
来栖正利、2015、「ビッグ・データと会計問題」、『流通科学大学論集－流通・経営編－』、第 27 巻、第 2 号、pp.237-246。
（Available at https://ryuka.repo.nii.ac.jp/?action=repository_uri&item_id=445&file_id=22&file_no=1）。 
［2019 年 2 月 10 日ダウンロード済］ 
―――、2017、｢ビッグ・データとその解析問題｣、『流通科学大学論集－流通・経営編－』、第 29 巻、第 2 号、
pp.75-83。（Available at https://ryuka.repo.nii.ac.jp/?action=repository_uri&item_id=1308&file_id=22&file_no=1）。
［2019 年 2 月 10 日ダウンロード済］ 
―――、2018、「ビッグ・データと会計教育」、『流通科学大学論集－流通・経営編－』、第 30 巻、第 2 号、pp.135-144。
（Available at https://ryuka.repo.nii.ac.jp/?action=repository_uri&item_id=1364&file_id=22&file_no=1）。 
［2019 年 2 月 10 日ダウンロード済］ 
―――、2019、「アナリティクスと会計思考の育成」、『流通科学大学論集－流通・経営編－』、第 31 巻、第 2 号、
pp.55-64。（Available at https://ryuka.repo.nii.ac.jp/?action=repository_uri&item_id=1411&file_id=22&file_no=1）。 
［2019 年 2 月 10 日ダウンロード済］ 
佐藤洋一、2008、「なぜ『判断力』重視なのかの明確化から」、『現代教育科学』、No.620、pp.14-16。 
福岡真之助・松村英寿、2019、『データの契約と法律』、商事法務。 
ベーカー&マッケンジー法律事務所・デロイトトーマツコンサルティング合同会社・デロイトトーマツファイ
ナンシャルアドバイザリー合同会社、2018、『インフォメーション・ガバナンス企業が扱う情報管理のす
べて』、東洋経済新報社。 
細尾萌子、2012、「フランスの高校職業教育から大学への接続」、『じっきょう商業教育資料』、91 号、pp.18-20。
（Available at http://www.jikkyo.co.jp/download/detail/69/9992655851）。［2019 年 2 月 15 日ダウンロード済］ 
The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission （COSO） , 2017, Enterprise Risk 
Management, New York: COSO. 
